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本日のポイント

1 ゆうちょ銀行とは1 ゆうちょ銀行とは

3 株主還元等3 株主還元等

2 ビジネス戦略2 ビジネス戦略

✔ 全国に広がるネットワーク・お客さま基盤が強み
✔ 純利益は安定的に推移し、近年は増加傾向

→24年度利益予想を上方修正（＋350億円）

✔ 強みを活かした3つのビジネス戦略（リテール、マーケット、
Σ（シグマ））でサステナブルな企業価値向上を図る
✔ 円金利上昇等、現在の金融情勢は当行収益にプラス影響

✔ 利益の拡大に応じて、今後の配当拡大を目指す
（24年度当初配当予想:52円→予想を上方修正:56円⇒更なる拡大へ）

✔ 配当に加え、株主優待制度を実施
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ゆうちょ銀行とは

商号 株式会社ゆうちょ銀行
（証券コード：7182）

総資産 238兆円

連結
自己資本比率 15.08 %

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場

信用格付(長期) Moody’s A1 
S&P A 
（2024年9月末時点）

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

＜企業概要＞

政 府

日本郵政

ゆうちょ銀行日本郵便 かんぽ生命

＜日本郵政グループ＞

100% 61.5% 49.8%

日本郵政グループが入居している「大手町プレイス」
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ゆうちょ銀行のビジネスモデル

 主な収益の柱は「手数料ビジネス」 と「資金運用業務に係るビジネス」の２つ。
… 手数料ビジネスは、為替に関する手数料やATM手数料、投信に関する手数料等による収益。
… 資金運用業務に係るビジネスは、お預りした貯金等を有価証券等で運用することによる収益。

国際分散
投資

日本
国債

国内
社債

外国
国債

外国
社債

国内
株式

オルタ
ナティ
ブ等

ゆうちょ銀行

貯金
191兆円 資金運用

全国の郵便局ネットワーク

資金収益金融サービス役務収益

巨額の貯金を
有価証券で運用
安定的かつ巨額な
貯金をビジネスに

活用

金融
サービス
の提供

ローン
・
貸付け

資産
運用

送金
・
支払等

貯金

キャッシュレス
サービス

給与・年金
受取り

(2024年9月末)

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

資金運用業務手数料ビジネス
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ゆうちょ銀行の強み

総店舗数

約24,000店

通常貯金口座数
（総貯金残高）

約1億2,000万口座
（約191兆円）

＜家計部門の預貯金に占める当行貯金の割合＞

※2

注） 上記は、下記の※2を除き、2024年9月末時点の数値
※1 出所：全銀協HP「全国銀行財務諸表分析（全国銀行資本金、店舗数、銀行代理業者数、役職員数一覧表）」 国内本支店・出張所の合計（2024年3月末時点）
※2 ゆうちょ銀行の個人貯金（2024年3月末時点）を、日本銀行「資金循環統計」における家計の預金総額（2024年3月末時点）で除した数値 ※3 KPIとして2025年度末に目指す値

他行等預金

約2割
※2

ゆうちょ銀行 全国銀行計※1

約24,000

13,452

＜国内店舗網比較＞

 当行の強みは全国に広がるネットワーク基盤・お客さま基盤を有すること。
… 店舗数は約24,000店、ATM設置台数は約31,200台
… 貯金残高は191兆円（約1億2,000万口座）で邦銀トップクラス

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

ネットワーク基盤 お客さま基盤

デジタルサービス

約1,200万口座
▶ 通帳アプリ登録口座数

⇒ 1,600万口座 へ※3

ATM設置台数

約31,200台

ATMで利用可能な
提携金融機関カード

約1,200社

うち小型ATM
（ファミリーマート等に設置）

約5,400台
▶ ゆうちょダイレクト契約者数
約1,223万人
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2,734 2,801

3,550
3,250

3,561

3,650

0

1,000

2,000

3,000

4,000

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

億円

注1：業績予想の前提条件は以下の通り。
・ 内外金利については、2024年9月末のインプライド・フォワード・レートに沿って推移する想定
・ 海外のクレジットスプレッド及び為替については、概ね2024年9月末の水準で安定的に推移する想定
・ 日銀の政策金利引き上げについては、2024年度は追加的な利上げを織り込まず

注2：連結の実績

2023年度までの実績・2024年度業績予想

 当期純利益は安定的に推移しており、近年は増加傾向。2023年度（24/3）の実績は3,561億円と
上場来最高益に。

 2024年度（25/3）の業績予想を純利益4,000億円に上方修正。更なる増益を目指す。

（当初予想）

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

上場来最高益
業績予想
引上げ

（上方修正）
4,000
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3.80%

3.44%

3.74%

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度～

24年度業績予想・配当予想の修正

 上期の状況や直近の市況等を踏まえ、24年度の業績予想・配当予想を上方修正。
 引き続き、25年度純利益4,000億円以上、次期中計での5,000億円規模の純利益の早期達成を目指す。

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

次期中計期間現中計期間

1st Step Next Step

企業価値向上
（PBR1倍超へ）

※ 株主が期待するリターンの想定値。

財務目標と株主還元方針 ROEの中長期目標次期中計の早い時期に
5,000億円規模の
純利益の達成を目指す

3,250億円 3,561億円

4,000億円
4,000億円以上

50円
51円

56円

１株当たり
配当金

当期
純利益

利益拡大に応じた
配当拡大を目指す

22年度
実績

23年度
実績

24年度
計画

25年度
計画

配当性向 57.5% 51.8％ 50.6％
（当初は51.5%） ー

ＯＨＲ 67.1% 65.3％ 62％以下
（当初は65%以下） 62%以下

株主資本コスト※：5%程度

次期中計の早い時期に
株主資本コスト※を上回る
5%以上のROEを目指す

（純利益：5,000億円規模）

注1 連結ベース。
注2 ROEは株主資本ベース、OHRは金銭の信託運用損益等含むベース。
注3 ROEのグラフの点線部分は、市場想定が実現した場合の簡易的なイメージ。

当初は3.77％以上

業績・配当予想を引上げ
中長期的に
更なる向上を
目指す

4.0%以上
（2024年5月公表値）

2025年5月に公表予定3,650億円

52円
4.0%以上
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事業戦略の概要

 当行独自の強みを活かした3つのビジネス戦略（リテールビジネス、マーケットビジネス、Σ（シグ
マ）ビジネス）を柱に、サステナブルな企業価値の向上を図る。

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

①リテールビジネスの変革

②マーケットビジネスの深化

③ ∑ビジネス
（投資を通じて社会と地域の未来を創る
法人ビジネス）の本格始動

３つの
ビジネス戦略

④ 経営基盤の強化ビジネスを
支える

リアルチャネルとデジタル/リモートチャネ
ルの相互補完戦略の加速により、お客さま基
盤の維持・深耕と安定的な貯金残高の維持・
継続を図るとともに、新たな収益機会を開拓

リスク管理を深化しつつ、円金利ポートフォ
リオとリスク性資産を組み合わせた最適な運
用ポートフォリオを追求

地域金融機関等との「共創プラットフォー
ム」の実現（子会社を中核とした「ゆうちょ
らしいGP業務」の推進）

お客さま本位の業務運営の継続、人的資本
経営の推進、戦略的なIT投資の推進、AI等
を活用した全社的な業務効率化の強化

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
経
営
の
推
進

Ｄ
Ｘ
推
進

邦銀随一のお客さま基盤 本邦最大級の安定的な資金基盤 「全国津々浦々」のネットワーク
1.2億の通常貯金口座 リテール中心の貯金191兆円 約24,000の郵便局ネットワーク

当 行 独 自 の 強 み
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 便利なバンキング機能を搭載した通帳アプリの登録口座数は1,200万口座に拡大（24/9末時点）。
親切・丁寧なアプローチ及び利便性の向上により、通帳アプリユーザーを一層拡大。

 パートナー企業と連携を図り、アプリを起点に銀行の枠を超えた多様な商品・サービスをご案内。

＜プラットフォーム戦略＞

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等①リテールビジネスの変革（デジタルサービス戦略）

リアル

共創プラットフォーム
（パートナー企業群）

デジタル

勧奨・サポート

流入

基本的なバンキング機能

26/3末目標（KPI）：1,600万口座

24/9末時点 1,200万口座
（24/3末比＋159万口座）

＜ 広告配信の試行実施 ＞
23/10 ソニー銀行の外貨預金
24/2～ 日本郵政グループの商品等

（日本郵便・かんぽ生命）
24/5 CHEER証券のおまかせ運用

アプリ内広告等で適切な
サービスをご案内

通帳アプリ拡充 共創プラットフォーム構築通帳アプリへの連携

通帳アプリを通じ、銀行の枠を超えた
多様な商品・サービスを紹介/広告。
• パートナー企業の商品
• 郵政グループ（自社含む）の商品

＜利便性の向上（UI/UX改善・機能改善等）＞
メニュー画面の刷新（視認性向上）、
個人向け国債の購入機能の追加 等

283 
1,040 1,200 1,600 

2,500 

21/3末 24/3末 24/9末 26/3末 29/3末

（万口座）
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①リテールビジネスの変革（資産形成サポートビジネス戦略）

リアルとデジタルを融合した販売体制
お店に行く暇もないし、
いつでも、どこでも
手軽に手続したい…

近くのなじみのある郵便局で
話を聞いてから購入したい…

資産運用商品について
じっくり相談したい…

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

 社会のデジタル化進展や新NISA制度開始等の経営環境の変化を踏まえ、当行の強みを活かし、リア
ルとデジタルを融合した販売体制を強化し、お客さまニーズに合った資産運用の機会拡大を目指す。

デジタルチャネル
※通帳アプリ等をお客さまが直接操作

通帳アプリ等を用い、かんたん・便利
に資産運用商品の購入等を実施。
（販売手数料無料）

金融コンタクトセンター等（ご案内拠
点）へリモート接続し、近くの郵便局
等にいながらご案内を実施。
※現在はNISA積立の申込みのみ可能(順次拡大予定)

リモートチャネル
※郵便局⇔金融コンタクトセンター等

市場性に応じて要員配置を適正化し、
専門的できめ細やかなコンサルティン
グを実施。

対面チャネル
※直営店コンサルタント

新NISAを含めた資産運用の機会を、
お客さまニーズに合わせた手段で提供

NISA口座数（万口座）

50 
73 80 94 

120 

21/3末 24/3末 24/9末 26/3末 28/3末



Copyright© JAPAN POST BANK All Rights Reserved. 13

①リテールビジネスの変革（バンキング業務の業務改革・生産性向上）

お客さま
営業店 貯金事務センター

・ATMの高機能化
(地方税統一QRコード、
通帳繰越対応ATMの順次配備等)
・Madotab（窓口タブレット）
の機能拡充

・通帳アプリ・手続きアプリの機能拡充
デジタル
完結による
事務レス化

セルフ
取引促進

自動処理
の拡大

・RPA（自動処理システム）等を
活用した業務の自動化

・行政機関からの預貯金等の照会・
回答業務の電子化推進

コールセンター（お客さまからの照会対応）

AI等の
活用

・チャットボット（対話型自動応答システム）
等を用いた、各種お問い合わせへの回答の
自動化

デジタルチャネル

 デジタルチャネルの機能強化、セルフ取引促進を通じ、待ち時間・手続時間の短縮等によりお客さ
まの利便性を向上しつつ、窓口・後方の業務量を削減。

 バックオフィスでの自動処理拡大やAIによる照会対応の効率化等を推進。

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

パートナーセンター（郵便局からの照会対応）

・自動払込み利用申込みの
デジタル完結サービスの導入

AI等の
活用

・チャットボット（対話型自動応答システ
ム）等を用いた、各種お問い合わせへの
回答の自動化

非対面・セルフ取引の拡充でお客さま利便性の向上（待ち
時間・手続時間の短縮等）を図りつつ、業務量削減を図る

バックオフィス（社内拠点）

業務の自動化・効率化を実施

お客さまとのコンタクトポイント



Copyright© JAPAN POST BANK All Rights Reserved. 14

②マーケットビジネスの深化（運用の高度化・多様化）

日本
国債

日本国債

民営化時
（2007年10月1日） 2024年9月末

外国
証券等

88.0%

0.1%

19.0％（44.7兆円）

36.8%（86.8兆円）

外国
国債

オルタナ
ティブ※等

国内
社債

国内
株式

国際分散
投資

（イメージ図）

※プライベートエクイティファンド、不動産ファンド等。
プライベートエクイティとは、非上場企業の株式等。

外国
社債

※預託金含む国債

 民営化以降の国内低金利環境を受け、リスク性資産（外国証券等）への国際分散投資を推進。

金利上昇を踏まえて
残高積み増し
（詳細後述）

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等
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0
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5,220 

10,450 

9,313 

2,228 

0

5,000

10,000

15,000

15年度 17年度 19年度 21年度 22年度 23年度

②マーケットビジネスの深化（円金利ポートフォリオの再構築）

 円金利上昇を踏まえ、国債残高の積み増しを開始。国債残高は22年度末に底を打ち、以降は増加ト
レンドへ。

 リスク性資産に係る収益を確保しつつ、円金利資産に係る収益を反転・拡大。

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

7年間で約1/5に縮小

円金利資産
に係る

資金収支等

（億円）

※1 金銭の信託で保有する国債は含まない。
※2 連結・管理会計ベース（15年度は単体・管理会計ベース）。なお、「リスク性資産」は、地方債、社債等、貸出金、株式（金銭の信託）等、外国証券等、戦略投資領域。
「円金利資産」「リスク性資産」は、ポートフォリオ間の内部資金取引に係る収益・費用を含む。

リスク性資産
に係る

資金収支等

資金収支等の推移※2

反転・拡大へ

国債保有残高※1
（兆円）

反転・拡大へ

7年間で約1/2に縮小

国債残高 82.2 62.7 53.6 49.2 38.1 43.8
(兆円)

44.7
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新
規
保
有
分

償還に応じた再投資や新規投資について、
運用利回りが向上（収益にプラス）

外貨調達コストの減少
（収益にプラス）

外国証券

②マーケットビジネスの深化（円金利上昇の影響①）

その他／
純資産（※）

預け金等

外国証券

その他

国債（※）
貯金

＜B/S影響（イメージ注）＞

国債

預け金（日銀当預）等

貯金金利引き上げに伴い、利払い費増加
（運用による収益でカバー可能な見込み）

貯金

＜P/L影響（イメージ注）＞

注 足許の市場環境が当行P/L、B/Sに及ぼす影響の現時点におけるイメージ。
市場環境の変動又は当行のALM運営方針の変更によっては、実際の影響と異なる可能性有。

 円金利上昇は当行の収益にプラスの影響。

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

大部分は固定債のため、
円金利上昇の影響は軽微

既
保
有
分

大部分は日銀当預
（プラス金利付利により受取利息発生）

国債へ
投資

円金利上昇の
プラス影響

円金利上昇の
プラス影響

※海外短期金利が低
下した場合、更にプ
ラス影響あり

※ 円金利上昇により、国債の評価額が減少することで、
純資産（その他有価証券評価差額）に一時的に
マイナス影響が発生。
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25/3末 26/3末 31/3末

 日本国債及び日銀当座預金からの収益効果のシミュレーションを実施。
 日本国債への投資による収益効果が年々積み上がる想定。

②マーケットビジネスの深化（円金利上昇の影響②） 1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

2024年度投資分

2025年度投資分

2026年度投資分

…日銀当預の
受取利息（0.25％）

日銀当預の受取利息
（0.25%→0.5%の上乗せ分）

…

日本国債への投資で
収益効果積み上がり

※償還までの間、利息収入で
収益効果が継続

＜イメージ＞

日本国債

25/1のタイミングで
日銀の利上げ実施を仮定
（0.25%→0.5%）

日銀当座預金への付利で収益効果

※日銀当座預金を日本国債投資等に振り向けることで
残高が減少見込みのため、収益効果は逓減

日銀当預

注：本ページのシミュレーションは国債の購入ペース、政策金利等に一定の前提を置いて検討したもの。
また、市況等を鑑みつつ投資を実行するため、本シミュレーションは当行の将来の投資行動・収益を確約するものではない。
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②マーケットビジネスの深化（国際分散投資の推進）

 リスク対比リターンを意識しつつ、引き続きリスク性資産・戦略投資領域残高を拡大。
 国債残高の拡大と合わせ、運用ポートフォリオ全体の最適化を目指す。

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

注「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（21年改正）の適用を受け、プライベートエクイティファンド及び不動産ファンドの残高については、一部アセットを除き、23/3末から時価ベース。
※1 円金利（国債等）以外の資産 ※2 プライベートエクイティファンド、不動産ファンド（エクイティ・デット）、ダイレクトレンディングファンド、インフラデットファンド等
※3 残高見通しは当行におけるマーケット見通しを前提としたものであり、市場環境の変動等に応じて増減しうる。 ※4 投資信託で保有するプライベートエクイティファンドの評価益に限る。

114兆円
程度※3

14兆円
程度※313兆円

程度※3

111兆円
程度※3

（兆円）

（実績） （計画）

（兆円）

（実績） （計画）

戦略投資領域

貸出金

外国証券等

社債等

地方債

株式
(金銭の信託)等 その他

不動産
ファンド

プライベート
エクイティファンド
（評価益※4
：1.0兆円）

戦略投資領域※2残高（単体）リスク性資産※1残高（単体）
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 当行の強みを活かし、投資業務（GP業務）を通じて地域企業の成長をサポート。
 地域金融機関と連携して、社会と地域の発展を目指す。

地域企業
※全国津々浦々のネットワークを有効に活用し、
企業規模に関わらず、きめ細かく資金ニーズを発掘

（イメージ図）

③Σビジネスの本格始動（Σビジネスの基本方針） 1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

相互連携
（共創）

ゆうちょ銀行／
ゆうちょキャピタルパートナーズ
投資業務を通じて、資金を供給
（事業承継・事業再生投資、ベンチャー投
資、ESG投資）

地域金融機関

融資業務を通じて、資金を供給

出
資

融
資

経
営
支
援
・
営
業
支
援

共同事業者
（パートナー）

と提携

地域企業の成長をサポート
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4つの
マテリアリティ

日本全国あまねく
誰にでも「安心・安全」
な金融サービスを提供

環境の負荷低減

多様な人財の活躍、
ガバナンス高度化の推進地域経済発展への貢献

ゆうちょ銀行のサステナビリティ経営

 当行が事業を通じて解決に注力すべき社会課題を絞り込み、4つの重要課題（マテリアリティ）を
設定。

✔ サステナビリティ推進を経営上の最重要施策と位置づけ。
✔ 4つの重要課題（マテリアリティ）に取り組むことで、中長期的に持続可能な
社会的価値の創出・企業価値向上の両立を目指す。

基本方針

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等
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人的資本経営品質2023（シルバー）
企業価値向上につながる人的資本の取組みを高い水準で実施している企業とし
て、「人的資本調査2023」（一般社団法人HRテクノロジーコンソーシアム ほか）
において、「人的資本経営品質2023（シルバー）」を獲得。

日経サステナブル総合調査 SDGs経営編 3.5星
環境・社会・経済の課題解決（SDGsへの貢献）に対する企業としての姿勢と
各社で展開するSDGsに関連するビジネスの内容を総合的に調査する「日経サステ
ナブル総合調査 SDGs経営編」において、3.5星に認定。

健康経営優良法人2024 ホワイト500
経済産業省、日本健康会議から優良な健康経営を実践している法人として認
定。3年連続で、取組上位500社に与えられる「ホワイト500」に認定。

えるぼし（3段階目）
「女性の活躍に関する取組の実施状況が優良な企業」として厚生労働省から認
定。５つの評価項目基準を全て満たす、最高評価「３段階目」に認定。

プラチナくるみん
「子育てサポート企業」としてより高い水準の取り組みが評価され厚生労働省から
認定。

トモニンマーク
「仕事と介護を両立できる職場環境の整備促進に取り組む企業」として厚生労働
省から認定。

「PRIDE指標」ゴールド（７年連続）
一般社団法人「work with Pride」による、職場におけるLGBTQ＋などへの取り
組みの評価指標において最高評価を獲得。

日経サステナブル総合調査 スマートワーク経営編 3.5星
人材を最大限に活用するとともに、人材投資を加速させることで新たなイノベー
ションを生み出し、生産性を向上し、企業価値を最大化させることを目指す先進企
業を選定する「日経サステナブル総合調査 スマートワーク経営編」において、3.5
星に認定。

（参考）外部評価

【ESGインデックス】

FTSE4Good Developed Index

MSCI 日本株女性活躍指数（WIN）

Morningstar日本株式ジェンダー・ダイバーシティ・
ティルト指数（除くREIT）(GenDiJ)

FTSE Blossom Japan Sector Relative Index FTSE Blossom Japan Index

Euronext Vigeo World 120 Index

S&P/JPX カーボン・エフィシェント指数

ブルームバーグ男女平等指数
（Bloomberg Gender-Equality Index）

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

令和5年度「なでしこ銘柄」
「女性活躍推進」に優れた上場企業として経済産業省、東京証券取引所から選
定。

MSCI 日本株ESGセレクト・リーダーズ指数
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1 ゆうちょ銀行とは1 ゆうちょ銀行とは

3 株主還元等3 株主還元等

2 ビジネス戦略2 ビジネス戦略
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株主還元等に関する当行の基本的な考え方

当行の株主還元の方針

成長投資・健全性維持に必要な資本を確保しつつ、
株主の皆さまへの利益還元の充実を目指す

 当行における株主還元として「配当」を実施。
 上記に加え、500株（5単元）以上保有の株主さまを対象に「株主優待制度」を実施。

・株主還元として「配当」を実施

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

・500株（5単元）以上保有の株主さまは
「株主優待制度」の対象
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2,801 

3,550 
3,250 

3,561 

4,000 

50円 50円 50円
51円

56円

66.9%

52.7%

57.5%

51.8% 50.6%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

配当による株主還元に関する方向性

株主還元方針（中計見直し後）

株主還元・財務健全性・成長投資のバランスを考
慮し、中期経営計画期間中（21年度～25年度）
は、基本的な考え方として、配当性向は50%程度
とする方針

ただし、配当の安定性・継続性等を踏まえ、配当
性向50～60%程度の範囲を目安とし、1株当たり
配当金（DPS）は、24年度の当初配当予想水準
（52円）からの増加を目指す

配当性向

当期純利益

1株当たり
配当金

（億円）

当初見込み
から増加

＜当期純利益（連結）・配当＞

利益拡大に応じた配当拡大

1株当たりの配当金：50円を維持

 1株当たりの配当金実績は安定的に推移。（～22年度：50円、23年度：51円）
 24年度の予想配当は56円に上方修正。以降も利益の拡大に応じ、更なる配当拡大を目指す。

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

配当増は
上場来初

（修正後予想）
上場来最高益

増配

（修正後予想）

（修正後予想）

配当予想を
上方修正
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株主優待制度

対象の
株主さま

当行株式500株（5単元）以上を保有されている
株主さま

基準日 2024年3月31日

株主優待
の内容

オリジナルカタログギフト（3,000円相当）
※ 2024年度分の商品申込受付は終了しております。

カタログ
発送時期

6月下旬ごろ、定時株主総会終了後に発送する
「定時株主総会決議ご通知」に、オリジナル
カタログを同封

今年度の
ポイント

・ふるさと小包を強化（47都道府県の特産品追加）
・ゆうちょPayポイント3,000円分の導入

2024年度版オリジナルカタログ

 郵便局の「ふるさと小包」での取扱商品をはじめ、グルメ、インテリア、社会貢献活動団体への
寄付、オリジナルフレーム切手、ゆうちょPayポイント3,000円分等を掲載したオリジナル
カタログギフト（3,000円相当）を贈呈。（2025年度も継続実施予定。）

1 ゆうちょ銀行とは 2 ビジネス戦略 3 株主還元等

株主優待制度内容（2024年度の実施内容）
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本日のポイント（再掲）

1 ゆうちょ銀行とは1 ゆうちょ銀行とは

3 株主還元等3 株主還元等

2 ビジネス戦略2 ビジネス戦略

✔ 全国に広がるネットワーク・お客さま基盤が強み
✔ 純利益は安定的に推移し、近年は増加傾向

→24年度利益予想を上方修正（＋350億円）

✔ 強みを活かした3つのビジネス戦略（リテール、マーケット、
Σ（シグマ））でサステナブルな企業価値向上を図る
✔ 円金利上昇等、現在の金融情勢は当行収益にプラス影響

✔ 利益の拡大に応じて、今後の配当拡大を目指す
（24年度当初配当予想:52円→予想を上方修正:56円⇒更なる拡大へ）

✔ 配当に加え、株主優待制度を実施
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IR情報、サステナビリティ情報
決算・IR関連情報、経営方針、株式・社債情
報、サステナビリティ情報などを分かりやす
くお伝えしています。

Ｗｅｂサイト・開示資料のご案内

配信サービス
ご登録いただいたメールアドレス宛に、
当行のIRニュース等の更新情報をお知らせします。

株主通信

開示資料
統合報告書

（ディスクロージャー誌）

ゆうちょ銀行Webサイト (IR情報)
当行について、より深くご理解いただくための情報を掲載しています。

トップページ IR情報

サステナビリティ
プログレスレポート

人権レポート
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ご参考
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財務実績・目標

収益性

効率性

健全性

連結当期純利益（当行帰属分）

ＯＨＲ
（金銭の信託運用損益等を含むベース）※1

営業経費(20年度対比)

自己資本比率（国内基準）

CET1(普通株式等Tier1)比率
（国際統一基準）※2

3,250億円
（通期業績予想:3,200億円）

4,000億円

15.53% 10%程度
(平時の目標水準）

14.01% 10%程度
(平時の目標水準）

67.15％ 62%以下

▲845億円 ▲830億円

※1：当行は相応の規模で金銭の信託を活用した有価証券等運用を行っていることを踏まえ、金銭の信託に係る運用損益も分母に含めたＯＨＲを指標として設定。
経費÷（資金収支等＋役務取引等利益）で算出。資金収支等とは、資金運用に係る収益から資金調達に係る費用を除いたもの（売却損益等を含む）。

※2：その他有価証券評価益除くベース。

ＲＯＥ（株主資本ベース） 3.44% 4.0%以上

 2023年度の親会社株主純利益は3,561億円（予想：3,350億円）となり、上場来最高益。
 2024年度は親会社株主純利益4,000億円を計画。2期連続で上場来最高益の更新を目指す。

＜連結ベース＞ 2022年度実績 2024年度計画

3,561億円
（通期業績予想:3,350億円）

15.01 %

13.23%

65.39％

▲815億円

3.74%

2023年度実績
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3.00％※1,2

※2：プライベートエクイティファンドおよび不動産ファンドの残高
については、一部アセットを除き、22年度から時価ベース。

+420

目標
KPI

マーケットビジネスの深化 経営基盤の強化／
サステナビリティ経営の推進

114兆円程度リスク性資産
残高 107.5兆円※1

94万口座NISA
口座数

1,600万口座通帳アプリ
登録口座数 1,200万口座 △60%

（30年度目標）

GHG排出量
削減率

（19年度比）

20%
（26/4までの目標）

戦略投資領域
残高 14兆円程度

リテールビジネスの変革

女性管理者数
比率80万口座

5.3兆円ESGテーマ型
投融資残高 7兆円

13.1兆円※2

＜25年度末目標＞
※中計見直し後＜24/9末実績＞

100%
育児休業
取得率

（性別問わず）

18.4％※1,2

障がい者
雇用率

100％※1,2

※1 24/6時点 ※2 単位未満四捨五入で表示

※1 2023年度実績 ※2 単位未満四捨五入で表示

中期経営計画の進捗状況

＜24/9末実績＞ ＜24/9末実績＞

※1：下記（※2）参照。

3.0%以上

※1 24/4時点 ※2 単位未満四捨五入で表示

＜25年度末目標＞
※中計見直し後

＜25年度末目標＞
※中計見直し後

△60％※1,2

※1 24/3時点 ※2 単位未満四捨五入で表示
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2023年度
中間期

2024年度
中間期 増減

1 連結粗利益 3,777 5,284 ＋1,506
2 資金利益 3,379 4,526 ＋1,146
3 役務取引等利益 775 787 ＋11
4 その他業務利益 △377 △29 ＋347
5 うち外国為替売買損益 △238 △38 ＋200
6 うち国債等債券損益 △139 8 ＋147
7 経費（除く臨時処理分） 4,676 4,643 △32
8 一般貸倒引当金繰入額 － △0 △0
9 連結業務純益 △898 641 ＋1,539
10 臨時損益 3,436 2,573 △863
11 経常利益 2,538 3,214 ＋676
12 親会社株主純利益 1,821 2,228 ＋406

13 ROE
（株主資本ベース) 3.85 4.63 ＋0.77

14 OHR
（金銭の信託運用損益等を含むベース） 65.07 59.21 △5.85

決算資料 ①損益の状況（連結）

 親会社株主純利益は2,228億円、前年同期比＋406億円。
当初通期業績予想に対する進捗率は61.0%と堅調。

【参考※】 （%）

（億円）

 連結粗利益
資金利益は、外債投資信託からの収益増加や国債利息の増加等によ
り、前年同期比1,146億円の増加。
役務取引等利益は、前年同期比11億円の増加。
その他業務利益は、外国為替売買損益、国債等債券損益の増加によ
り、前年同期比347億円の増加。

 経費
前年同期比32億円の減少。

 臨時損益
プライベートエクイティファンド等からの収益が増加したものの、
株式のリスク調整オペレーションに伴う売却益の減少により、前年
同期比863億円の減少。

 経常利益
前年同期比676億円の増加。
当初通期業績予想5,250億円に対する進捗率61.2%

 親会社株主純利益
当初通期業績予想3,650億円に対する進捗率61.0%

※ 中期経営計画（2021年度～2025年度）の財務目標の算出ベース
ROE＝親会社株主純利益／［（期首株主資本＋期末株主資本）／ 2］×100 
OHR＝経費／（資金収支等＋役務取引等利益）×100
資金収支等とは、資金運用に係る収益から資金調達に係る費用を除いたもの（売却損益等を含む）。
なお、ROE・OHRは、中間期時点の計数をもとに算出した結果であり、通期の指標を示すものではない。
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2024年3月末 2024年9月末 増減

資産の部 2,338,546 2,382,951 ＋44,405

うち現金預け金 577,019 650,763 +73,743

うちコールローン 20,100 17,300 △2,800

うち買現先勘定 97,426 92,479 △4,946

うち金銭の信託 61,635 60,767 △868

うち有価証券 1,464,593 1,476,106 +11,512

うち貸出金 68,483 42,000 △26,483

負債の部 2,241,933 2,287,924 +45,991

うち貯金 1,928,029 1,913,861 △14,167

うち売現先勘定 240,426 304,203 +63,776

うち債券貸借取引受入担保金 23,737 21,954 △1,783

純資産の部 96,612 95,027 △1,585

株主資本合計 95,695 96,093 +397

評価・換算差額等合計 917 △1,066 △1,983

（億円）

 総資産は、前年度末比4.4兆円増加の238.2兆円。
 有価証券は、前年度末比1.1兆円増加の147.6兆円。
 貯金は、前年度末比1.4兆円減少の191.3兆円。

決算資料 ②バランスシートの状況（単体）
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2024年3月末 2024年9月末 増減
貸借対照表計上額
（想定元本）

評価損益
（ネット繰延損益）

貸借対照表計上額
（想定元本）

評価損益
（ネット繰延損益）

評価損益
（ネット繰延損益）

その他目的 1,155,280 19,475 1,096,601 13,645 △5,830
有価証券 (A) 1,093,644 34,589 1,035,833 23,054 △11,535
国債 233,129 △8,815 197,880 △10,943 △2,128
外国債券 224,085 33,930 194,157 23,151 △10,779
投資信託※ 571,560 9,881 587,592 11,351 ＋1,470
その他 64,869 △407 56,202 △504 △97

時価ヘッジ効果額 (B) △22,562 △13,751 ＋8,811
金銭の信託 (C) 61,635 7,447 60,767 4,342 △3,105
国内株式 11,275 7,327 7,992 4,260 △3,066
その他 50,360 120 52,774 81 △39

デリバティブ取引 (D)
（繰延ヘッジ適用分） 173,530 △18,250 167,475 △15,345 ＋2,905
評価損益合計
(A) + (B) + (C) + (D) 1,224 △1,700 △2,925

2024年3月末 2024年9月末 増減
貸借対照表計上額 評価損益 貸借対照表計上額 評価損益 評価損益

満期保有目的の債券 375,401 △5,098 444,501 △9,850 △4,751

（億円）

 2024年9月末の評価損益（その他目的）は、ヘッジ考慮後で△1,700億円（税効果前）となり、
前年度末比△2,925億円。

決算資料 ③評価損益の状況（単体）

【参考】 （億円）

※ 投資信託の投資対象は主として外国債券。プライベートエクイティファンドの評価損益（2024年9月末1兆943億円、2024年3月末1兆1,726億円）を含む。
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日本郵政グループ（郵政民営化と上場）

（2024年9月末時点）

【郵政民営化法】

銀行窓口業務 保険窓口業務

政 府

株式保有義務 １／3 超

郵便窓口業務

2025年度までに保有割合50%以下とすることを目指す

業務委託

株式保有割合
約61.5%※

※ 自己保有株式を除く発行済株式総数に対する保有割合。

株式保有義務
100%

【郵政民営化法】

郵便・物流事業

国際物流事業

金融２社の経営状況、ユニバーサルサービスの責務の履行への影響等を
勘案しつつ、できるだけ早期に全株処分を目指す【郵政民営化法】

日本郵政の株式保有割合
50％超
→新規業務：認可制
50％以下
→新規業務：届出制

株式保有割合
約49.8%※

不動産事業
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マーケットビジネス：資金運用利回り等の推移

資金運用利回り等の推移

日本10年国債

資金運用利回り
（当行単体)

米国10年国債

利回り（%）

（期）

2016/1/29
日銀マイナス金利政策

導入

出所：米財務省「Daily Treasury Par Yield Curve Rates」（各期末日時点）、財務省「国債金利情報」（各期末日時点）

金利上昇
当行に追い風

2024/3/19
日銀マイナス金利政策

解除

足許では
更に上昇傾向

2024/7
日銀政策金利
引上げ

2024/9,11,12
米国政策金利
引下げ
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16年度17年度18年度19年度20年度21年度22年度23年度24年度

0.1
0.4 1.2

1.7
2.2

3.2

4.5
5.5

6.1

1.2

1.0

1.1

1.1

17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 24/9末
（年/月末）

含み益
（税効果前）

簿価
残高

 足許の簿価残高は約6.1兆円まで進捗、約1.1兆円の含み益を維持。
 実現収益※については、足許のExit環境の緩やかな回復を背景に、2023年度比で上昇傾向。

マーケットビジネス：プライベートエクイティ投資(足許までの状況)

残高・実現収益および分散投資（業種分散）の状況

24年9月末

情報技術
約25%

資本財
サービス
約15%

一般消費財
サービス
約10%

金融
約10%

業種分散の効いたポートフォリオ
投資先企業総数：約53,400社
（平均投資額：約1.26億円／社）

（時価ベース）

※ 有価証券利息配当金（資金運用収益）と株式等売却損益（株式等関係損益）の合計。

その他
約25%

＜ 残 高 ＞ ＜ 実 現 収 益 ＞

ヘルスケア
約15%

（兆円） 足許の良好な
リターン実績を反映

時価
7.3兆円 （億円）

10

2,600

100
200

400

1,250

0

1,650

足許のExit環境の緩やかな回復を反映
含み益は引き続き良好な水準を維持

約1,150億円

（中間期）
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0.2

0.1
0.1

17/3末18/3末19/3末20/3末21/3末22/3末23/3末24/3末24/9末

含み益

エクイティ

（年/月末）

合計
約4.6兆円

（兆円） （億円）

デット

合計
約260億円

エクイティ

デット

マーケットビジネス：不動産投資(足許までの状況)

 足許の残高は約4.6兆円。エクイティの含み益0.1兆円。
 実現収益については、オフィス向けローンでの新たな引当金は限定的であり、昨年度対比増加基調。

残高・実現収益および分散投資（地域分散）の状況※

24年9月末

（時価ベース）

※ 管理会計ベース。なお、収益は資金運用収益と金銭の信託運用損益の合計で、還付予定の税額控除分を含む。

政治経済の安定的な先進国の高稼働物件に
集中的に投資

＜残 高＞ ＜実現収益＞

北米

60%

欧州

27%

豪州

2%

その他

1%
日本

10%

（中間期）
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Σビジネス：Σビジネスの本格始動

 「ゆうちょらしいGP業務」本格化に向け、共同事業者(パートナー)と投資ビークルを順次立上げ。
 24/5に100%出資子会社として新設した「ゆうちょキャピタルパートナーズ株式会社」を中核に、共同
でGP業務を推進する計画。

 24/8にジェイ・ウィル・グループと中堅・中小企業の事業承継/事業再生を目的とするファンドを組成。

ゆうちょ銀行 共同事業者
（パートナー）

地域金融機関等の投資家
（アンカー投資家/パートナー）

人財出資 事業経営 出資

情報
連携

※ ゆうちょ銀行本社経由

地域金融機関等

貸出金 リターン資本性資金

地域で成長意欲のある事業者

資本性資金 経営支援 リターン

フロンティア・
キャピタル

地域中核企業
ハンズオン支援

PROSPER/
Plan･Do･See

観光産業を軸
ハンズオン支援

Spiral
Capital

ベンチャー投資
CVCファンド

X社

商社機能活用
ハンズオン支援

ジェイ・ウィル・
グループ

地域事業の
受け皿会社

東海東京
フィナンシャル・
グループ

ベンチャー投資
地域連携

ESG関連
投資会社

再エネ投資
水素事業投資

成長投資・事業承継・事業再生 ESG投資ベンチャー投資全領域

∑ビジネスの投資ビークル
直営店・エリア本部

全国津々浦々
の事業者情報

∑データ
プラットフォーム
システム

各
金
融
機
関
か
ら
の

事
業
者
情
報

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

情報
連携

案件※
紹介

検討※
結果

ゆうちょ
キャピタル
パートナーズ

+
JPインベスト
メント

ゆうちょキャピタル
パートナーズ
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サステナビリティ経営：環境の負荷低減

注 Scope1：事業者自らによるGHGの直接排出
Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：事業者の活動に関連する他社の排出（カテゴリ15は投資）

脱炭素へのロードマップ

※ 投資単位（1億円）あたりの排出量（t-CO2/億円）

19年度実績
約4.8万t-CO2

EV車導入推進・
電力再エネ化等自社保有施設

電力再エネ化
完了

エンゲージメントを通じ、
社会全体のGHG排出量削減を後押し

グリーンボンド/ローン、トランジションファイナンス等、
ESG投融資を通じた社会課題解決への貢献

25年度末
目標
7兆円

残高ゼロ継続

グリーンボンド
等への投融資

KPI

KPI

※
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サステナビリティ経営：多様な人財の活躍、ガバナンス高度化の推進
（人的資本経営（人事戦略①基本的考え方））

目指す人財像

 競争力・価値創造の「源泉」かつ「財産」である人財を最重要資本の1つと捉え、経営戦略と連動した
人事戦略を推進。

 「成長を促す」×「能力を引き出す」×「多様性を活かす」の３つの柱を軸とした人事戦略を
遂行していくことで、「いきいき・わくわく」に満ちた会社を築き、企業価値の向上を実現。

能力を引き出す
＜能力発揮に向けた環境整備＞

成長を促す
＜意欲・知識・経験の向上＞

多様性を活かす
＜多様性の尊重＞

１ 2 3

ミッション

経営戦略・中期経営計画

人事戦略 ［ 3つの柱｜KPI ］

ゆうちょのパーパス・経営理念・ミッションに共感し、その実現に向けて、
変化を捉え自ら志高く学びながら、金融革新に挑戦する人財

人事戦略

人事戦略の
基本的考え方

挑戦を通じて自ら成長する社員を育成し、その能力を最大限に発揮できる環境を整備する。
これにより、多様な人財が活躍する「いきいき・わくわく」に満ちた会社を社員とともに
築き、企業価値向上を目指す。
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サステナビリティ経営：多様な人財の活躍、ガバナンス高度化の推進
（人的資本経営（人事戦略②主な取り組み事項））

能力を引き出す
＜能力発揮に向けた環境整備＞

成長を促す
＜意欲・知識・経験の向上＞

多様性を活かす
＜多様性の尊重＞

１ 2 3

年
度
K
P
I

主
な
取
り
組
み
事
項

市場部門プロフェッショナル職の人員数
97名(24.4)⇒105名(25.4)

他企業派遣数（Σビジネス等）
24名(23年度)⇒30名程度 他

強化分野の専門人財の積極採用
自律的社員の育成
キャリア形成の支援
-セレクト型研修の実施
-1on1ミーティングの拡充 等
外部講師による社員向けキャリ
アディスカッションの開催

エンゲージメントの向上に向けた取り
組みの実施

健康経営の推進
柔軟な働き方の拡大

女性活躍のための環境整備
次世代リーダーの昇職意欲向上に
向けた取り組みの実施

育児世代への活躍支援
障がい者雇用の促進
外部講師によるトークセッションの開催

総合満足度（ES調査）
65.5%(24年度)⇒70%以上

健康経営イベントの参加率
15.8％(23年度)⇒30％ 他

女性管理者数比率
18.4%(24.4)⇒20%(26.4)

育児休業取得率（性別問わず）
100%(23年度)⇒100% 他

2５
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サステナビリティ経営：多様な人財の活躍、ガバナンス高度化の推進
（人的資本経営（人事戦略③人財育成体系））

専門人財採用
（デジタル／サイバー）

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人財採用
（市場運用／リスク）

専門人財採用
（GP関連業務）

キャリア
チャレンジ制度

・
グループ内
インターン
シップ制度

他企業派遣(出向)

リテールビジネス
（第1のエンジン)

マーケットビジネス
(第2のエンジン)

Σビジネス
(第3のエンジン)

強化分野の専門人財の積極採用 自律的社員の育成

新卒 キャリア採用 社内公募 人財育成

コース別採用
(デジタル／マーケット)

セミナー等による
知識習得
・

若手社員の抜擢
・

国内外留学

Ｄ
Ｘ
人
財
育
成

各
種
研
修
・
Ｏ
Ｊ
Ｔ
等

業界の報酬水準を
踏まえた給与設定

1

2

0

20

40

60

80

100

20/4 21/4 22/4 23/4 24/4
0

20

40

60

80

20年度 21年度 22年度 23年度

①市場運用プロフェッショナルの人数 ②Σビジネス関連の出向派遣数（累計）

 多用な経験・知識を保持する
市場運用のプロフェッショナルを採用

 ノウハウを社内に蓄積・継承・
深化させることにより、市場運用の
プロを社内でも育成し、
安定的な運用収益の確保を実現

 Σ（シグマ）ビジネスの本格的な展開
に向けて、共同事業者（パート
ナー）等へ出向者を派遣

 出向経験者を増やすことで、
∑ビジネスの中核を担うGP人財の
育成に注力内部登用

62人

35人

外部登用
57

2923

47

18

38

62人
52人

45人
37人

91人
86人

70人
56人

97人

60

31
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出所：各社開示資料
※１：2008年3月期の当期純利益は、2007年10月1日から2008年3月31日までの当期純利益を2倍して計算。
※２：2014年3月期の当期純利益は、みずほ銀行（旧みずほコーポレート銀行）に、旧みずほ銀行の第1四半期における当期純利益を単純合算して計算。
※３：地銀上位行は、横浜銀行、静岡銀行、千葉銀行、常陽銀行、ふくおかFG（FG連結）。

当期純利益は、各社の当期純利益（ふくおかFGは親会社株主に帰属する当期純利益）を合算して計算。
※４：2008年3月期から2024年3月期の平均。銀行単体ベース（地銀上位行中のふくおかFGを除く。ふくおかFGはFG連結）。

当期純利益の比較

リーマンショック
の影響

ゆうちょ銀行※1

三菱UFJ銀行

三井住友銀行

みずほ銀行※２

地銀上位行※3

（期）

利益推移の他行比較

ゆうちょ
銀行※1

三菱UFJ
銀行

三井住友
銀行

みずほ
銀行※2

地銀
上位行※3

17年平均
当期純利益※4 3,189億円 4,182億円 4,665億円 2,805億円 1,876億円

(億円)
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株価推移

※1：当行は売出価格を100、その他は2015年11月4日の終値を100とした指数。
※2：2023年12月29日の終値を100とした指数。

2024年初来の推移※2上場日以降の推移※1

（年/月末）
24/12

（年/月末）
24/12
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＜免責事項＞
本資料は、株式会社ゆうちょ銀行（以下「当行」といいます。）およびその連結子会社（以下「当行グループ」
といいます。）の企業情報等の提供のために作成されたものであり、国内外を問わず、当行の発行する株式その
他の有価証券への勧誘を構成するものではありません。

本資料には、見通し、計画、目標などの将来に関する記述がなされています。これらの記述は、本資料の作成時
点において当行が入手している情報に基づき、その時点における予測等を基礎としてなされたものです。また、
これらの記述は、一定の前提（仮定）の下になされています。これらの記述または前提（仮定）は、客観的に不
正確であったり、または将来実現しない可能性があります。

このような事態の原因となりうる不確実性やリスクとしては、リスク管理方針および手続の有効性に係るリス
ク、市場リスク、市場流動性リスク、資金流動性リスク、信用リスク、オペレーショナル・リスク等（システ
ム、レピュテーション、災害、法令違反等）、気候変動を始めとするサステナビリティ課題に係るリスク、事業
戦略・経営計画に係るリスク、業務範囲の拡大等に係るリスク、事業環境等に係るリスク、当行と日本郵政株式
会社および日本郵便株式会社との関係に係るリスク、国内外の金融政策に係るリスク、その他様々なものが挙げ
られますが、これらに限られません。当行グループの業績および財政状態等に影響を及ぼす可能性があると、当
行が認識している重要な事実については、有価証券報告書および半期報告書をご参照ください。

なお、本資料における記述は本資料の日付（またはそこに別途明記された日付）時点のものであり、当行はそれ
らの情報を最新のものに随時更新するという義務も方針も有しておりません。したがって、将来の見通しと実際
の結果は必ずしも一致するものではありません。

また、本資料に記載されている当行グループおよび日本郵政グループ以外の企業等に関する情報は、公開情報等
から引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当行は何らの検証も行っておらず、また、こ
れを保証するものではありません。また、本資料の内容は、事前の通知なく変更されることがあります。


